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弁護士 増市　徹

事実の概要

　１　Ｙ（山砂の採取、販売等を目的とする株式会社）
は、令和元年 5月に、福島県の砂利採取場（以下、
「本件採取場」という）における山砂等の採取事業
（以下、「本件事業」という）について、同県知事か
ら認可を受けた。
　２　本件事業の準備のため土木工事等に多額の
資金を必要としたＹは、平成 30 年 6 月から令和
元年 9月までの間に、Ｘ（不動産の売買等を目的
とする株式会社）から合計8500万円を借り入れて、
同年末頃には本件事業の体制を整え、その後令和
2 年 2 月 28 日、ＹはＸからさらに 212 万 6428
円を借り入れた。この間の令和元年 8月 20 日、
ＸＹ間で協定書が作成された。それは、Ｙが山砂
をＸの承認した者に販売すること、販売代金の請
求、集金はＸが管理すること、ＸはＹに本件事業
に必要な融資を行うこと及びＹがＸに顧問料を支
払う（支払総額が 1億 1150 万円になり次第本協定は
終了する）こと等を内容とするものであった。
　３　さらに、令和 2年 3月 16 日、ＸＹ間で次
の内容の契約が締結された。
　①準消費貸借契約：Ｙが令和元年 9月までの
間にＸから借り入れた上記 8500 万円の未返済残
高 8000 万円を消費貸借の目的とし、2年間の分
割返済とするもの
　②その他の支払約定：上記協定書に係る顧問料
の未払金及びＸからＹへの貸付金の未収利息損害
金の合計 1000 万円強を 1年間の分割返済とする
もの
　③買戻特約付事業譲渡契約：ＹからＸに本件事

業を譲渡し、Ｘは本件採取場の土地賃借権等を承
継する、譲渡代金は 212 万 6428 円とし、上記令
和 2年 2月 28 日付借入金と相殺する、本件採取
場の設計料未払 300 万円及び地代未払 500 万円
はＸが負担する、ＸはＹに本件事業の助言を委託
し報酬として売上の 3割を支払う、Ｘの本件事業
による利益が 1億 1150 万円に達し、かつ①②の
支払が完了した後、上記事業譲渡代金に 500 万
円を加算した額の代金を支払うことによりＹは本
件事業を買い戻すことができる等とするもの
　４　Ｘは、上記③の事業譲渡契約により本件採
取場の土地賃借権を取得したとして、地主との間
で新たに賃貸借契約を締結したが、Ｙは、その後
も本件採取場を明け渡さず、本件事業を自ら継続
していた。令和 2年 4 月以降、ＸＹ双方が弁護
士に委任し交渉が行われたが、事業の引渡しを求
めるＸに対し、Ｙは株主総会の特別決議を欠く本
件事業譲渡は無効であるとし、双方の主張は平行
線をたどった。
　この弁護士間交渉がなされたのと同時期に、Ｘ
の側から次の一連の行為がなされた。
　①Ｘの代表者らが、Ｙの取締役に対し、「Ｙの
資金の流入を断つ事」「砂の売却をできなくする」
「現場貼り紙による掲示　可能であれば弁護士の
名前で」などと記載されたメモを示して折衝した。
　②Ｘ代表者、Ｘ専務らが本件採取場に赴き、Ｙ
の現場責任者に対し、事業譲渡によるＹの採取権
限喪失を理由に、採取・販売の即時停止を求めた。
　③Ｘの代理人（自称）が、Ｙから山砂の搬出を
請け負っていたＡ社を訪れ、Ｙによる山砂採取を
非難するとともにこれを手伝うＡ社にも責任があ
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る、刑事事件にしてやる、直ちに搬出をやめろと
述べた。後日Ｘ代表者もＡ社を訪問してＹとの契
約関係解消を求め、トラブルを恐れたＡ社はＹと
の契約関係を解消した。
　④Ｘ代表者らが本件採取場内の 3か所に、「警
告　当社（借地権者）に許可なく本件敷地内に立
ち入ることを禁止する　許可なく侵入した場合は
警察へ通報します　借地権者Ｘ」との看板を設置
した。
　⑤Ｘから委任を受けたと称する者が、本件採取
場で山砂を搬出中のＹ社員に、「勝手に土を出す
な」「止めろよ」「社長と連絡をとれ」などと 20
分以上強く迫った。後日この者らは、重機を採取
場の出入口を塞ぐ位置に放置して重機の鍵を持ち
帰り、重機の移動を不能にした。
　５　Ｙの債権者であるＫ社は、Ｘに対し、本件
事業譲渡が株主総会決議を欠く無効なものと考え
られ、Ｙの山砂搬出を妨害するＸの行為が業務妨
害になり得ること、万一Ｙが破産すれば債権回収
ができなくなること等を述べ、円満解決を求めた。
　６　以上の経過を経て、ＸＹ間の交渉は決裂し、
令和 2年 5月 30 日ＸはＹに対する破産申立てを
行うとともに、破産法 91 条に基づく保全管理命
令を申し立てた。Ｙは、Ｘの債権者性を争うとと
もに、本件申立てが「不当な目的」「その他申立
てが誠実になされたものでないとき」（破産法 30
条 1項 2号）に該当すると主張した。
　７　原審決定（仙台地決令 2・9・14 判時 2500 号
69 頁）は、要旨以下のとおり述べてＸからの破
産申立てを棄却した。
　(1)　Ｘ代表者は、その意を受けた者を介し、
あるいはＸの専務らとともに、本件採取場に赴き、
Ｙに本件事業を中止するよう強く求め、立看板を
立て、重機を使って本件採取場の出入口を塞ぐな
どの実力行使に及んだ。これら行為は、双方に代
理人弁護士が就き、実力行使が差し控えられるべ
き状況のもと、本件事業譲渡の効力についてＹ代
理人弁護士らから法的な主張がなされている中で
行われており、その態様も、長時間にわたる一方
的な実力行使であり、債権者として許される権利
行使の範囲を逸脱している。
　(2)　ＸはＹに少なくとも元金 8000 万円の貸金
を有するほか、本件事業譲渡を受けているのであ
るから、Ｙに本件事業の承継を求めることは首肯
できる。しかし、それが実力行使を正当化する理

由にならないことはもとより、事業譲受人の権利
を行使するのであれば、通常の民事保全に係る占
有移転禁止仮処分の申立て等を経た上で、本案訴
訟を提起するのが合理的である。
　Ｙの破産手続が開始されれば、破産申立ての 2
か月余り前にされた本件事業譲渡は否認される蓋
然性が高いといわざるを得ず、あえて本件事業譲
渡の利益を享受できない蓋然性の高い破産手続開
始申立てを選択するのは、不合理というほかなく、
真に債権者としての権利を行使あるいは本件事業
の利益を享受する意図であるのか疑問の余地があ
る。
　Ｙは、貸借対照表上は債務超過であるものの、
Ｘの他にＹの破産手続開始を要請する者は見当た
らず、むしろＹの破産を回避しようとする債権者
が存在することからすれば、Ｙについて破産手続
を開始しなければ直ちに債権者の利益が著しく損
なわれる状態であるとは認められず、なおさら本
件申立てが真に債権者としての権利を行使あるい
は本件事業の利益を享受する意図であるのか疑問
の余地がある。
　(3)　Ｙとの交渉の席上でＸ側から提示された
メモには「Ｙの資金の流入を断つ事」「砂の売却
をできなくする」「現場貼り紙による掲示」など、
交渉や法的手続によらずに、物理的にＹが本件事
業を行うことを困難にする不当な意図を有してい
ることを推認させる内容が記載されている。
　(4)　以上からすると、本件申立ては「不当な
目的」「その他申立てが誠実になされたものでな
いとき」に該当するものと認められる。

決定の要旨

　抗告審である本決定は、要旨以下のとおり述べ
てＸの抗告を棄却した。
　１　本件申立ての目的
　Ｘは、本件申立ての目的が、Ｙの破産手続開始
により、本件事業譲渡の利益を享受するためであ
ると自認していることからすれば、本件申立ての目
的が、何らかの方法で本件事業譲渡による利益を
実現しようとするものであることは明らかである。
　２　本件事業譲渡による利益の実現という目的が
　　　不当な目的か否か
　本件事業譲渡は、Ｙが唯一の資産ともいえる本
件事業をＸに譲り渡すものである。
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　その譲渡価格は 212 万 6428 円とされ、Ｘが設
計料の未払 300 万円及び地代 500 万円を負担す
るとしても、本件譲渡契約に際し試算されている
利益（月間 632 万円）に比して著しく廉価である。
　また、本件事業譲渡契約書によれば、Ｙには本
件事業の売上の 3割（月間 720 万円）が支払われ
るものの、その中からＸに対し、優先して貸付金
元金、利子、違約金（月間 486 万円余）が支払わ
れることになっている。
　Ｘが本件採取場において 1億 1150 万円という
巨額ともいえる利益を上げ（本件協定書に定める
顧問料に相当するが、これだけの金額に上る顧問料
を支払う趣旨は判然としない）、かつ、ＹがＸに対
する借入金、負債並びに買戻代金を支払うことを
条件とする買戻特約が付されていることからすれ
ば、本件事業譲渡によるＸの利益を実現するとい
うことは、すなわちＸが、本件事業から長期にわ
たり一方的で独占的な利益を得ようとするもので
あるといえる。
　このような計画の下に、事業譲渡によるＸの利
益を破産手続開始の申立てを通じて実現しようと
することは、破産手続を通じて公平な弁済を受け
ることを目的とするものとは到底解することがで
きず、債権者平等の原則のもと債務者の財産の適
正かつ公平な清算を図るという破産法の目的（破
産法 1条）に反するものといわざるを得ない。
　以上によれば、Ｘの本件申立ては、破産法の目
的に反する不当な目的で破産手続開始の申立てが
なされたときに該当する。

判例の解説

　一　破産法 30 条 1 項 2 号について
　破産手続開始の障害事由として、破産法 30 条
1 項 2 号は、「不当な目的で破産手続開始の申立
てがされたとき、その他申立てが誠実にされたも
のでないとき」と定める。この規定は、平成 16
年の改正破産法で新設されたものであるが、明文
規定のなかった旧破産法下においても、申立権の
濫用という形で議論の蓄積がされてきていた。こ
れら旧法下の議論も含めると、不当な目的による
申立てへの該当性が問題となる事例としては、多
岐にわたるものが取り上げられている。これらを
整理するのは容易ではないが、類型分けとして、
例えば次のような分け方があり得よう。

　二　「不当な目的による申立て」の類型
　１　爾後の手続進行を意図しない破産申立て
　真実は、当該破産手続の進行を意図しないにも
かかわらず、自己の立場を有利にするための道具
として破産申立てを行うという類型である。代表
的な例として、①債権者が破産を申し立てること
で債務者を威嚇し、申立ての取下げを条件として
債務者と交渉することにより自己に有利な債権回
収を行うことを専らの目的とするもの、②債務者
が破産申立てにより一時的に債権者の追及をかわ
し時間稼ぎをした上で申立てを取り下げるものが
挙げられることが多い。
　ただし、①は、債権者による破産申立て自体が
近時少なくなってきていることもあって、現在は
あまり見られない。また、②は、債務者が再建型
の手続を申し立てる際に典型的に見られ、元来破
産の局面ではあまり見られなかった上、再建型手
続においても、保全処分を受けた後の開始申立て
取下げに裁判所の許可を要する制度が整備された
ことにより、今日ではほとんど見られなくなって
いる。
　２　取込み詐欺的行為等を働いた後の申立て
　主として再建型の倒産手続に関し、債務者が、
申立ての意図を秘したまま、多額の融資を受け、
あるいは商品・原材料等を大量に掛買いする等、
いわゆる取込み詐欺的行為を働き、その直後に開
始申立てに及ぶことが、反社会的手段を用いて継
続された事業の再生のため裁判上の手続を利用す
ることが許されるかとの観点から、不当な目的に
よる申立てへの該当性が議論されてきている。
　ただ、破産に関しては、こうした申立てが破産
開始の障害事由になるとする議論はなく、これを
肯定した裁判例も存しない。破産は、法的倒産手
続の最終形態であり、破産手続開始を認めないと
いうことは、多くの場合当該債務者について法的
倒産処理が行われないことに直結するが、悪質な
行為に及んだ債務者であっても、これを法的処理
の外に置くことなく破産手続によって処理するこ
との必要性は失われないからであろう。その点で、
この類型は、破産に関しては生じることはないと
考えられる。
　３　破産手続開始により生じる効果の濫用を
　　　意図した申立て
　破産手続開始により生じる効果あるいは適用さ
れる制度を、破産本来の目的とは異なった目的で
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利用（濫用）することを意図して申立てを行うも
のである。申し立てた手続が開始後進行を続ける
ことを意図している点で、１の類型とは異なる。
破産を申し立てた者が手続進行の意思を有してお
り、外形的に違法な点の見られない申立てであり
ながら、破産手続が開始されると平時とは異なる
いわゆる倒産法的規律に従うこととなる点に着目
し、こうした規律を、倒産法本来の目的とは異なっ
た、特定の者に有利（もしくは不利）になるよう
な形で適用させようとするものといってもよい。
　この類型に属する事例として、申立人が遺言に
より取得した建物を、債務者会社（申立人の実兄
が経営）が使用していたところ、申立人が長らく
行使してこなかった債務者会社への貸付債権をも
とに債務者会社の破産を申し立てたという事案に
ついて、当該申立てが、遺言により取得した建物
から債務者会社を立ち退かせるなど、遺産に関す
る紛争を有利に導くことを目的としてなされたも
のと認定し、申立てを却下した例がある（大阪地
決平 4・6・8判タ 798 号 266 頁）。

　三　本決定の検討
　本件は、不当な目的でなされた破産申立てとし
て、一事例を加えるものであるが、従来あまり
見られない内容であり、何をもって破産法 30 条
1 項 2 号にあたるとするのかについての説示が、
原決定と本決定とで少なくとも文面上相当に異な
り、原決定が「本件申立てが真に債権者としての
権利を行使あるいは本件事業の利益を享受する意
図であるのか疑問の余地がある」とするのに対し、
本決定が「本件申立ての目的が、何らかの方法で
本件事業譲渡による利益を実現しようとするもの
であることは明らかである」とする点などは、互
いに相反する判断を行っているようにも見える。
それだけＸの意図が明確でなく、事実認定の困難
な事案といえようが、以下、双方の決定内容を見
つつ、目的の不当性に関する簡単な検討を行って
みたい。
　１　原審決定
　原審決定が本件申立ての不当性を認定する上で
重視したのは、本件破産申立てに合理的な目的
が認め難いという点である（原審決定要旨の (2)）。
原審決定要旨 (1) ではＸの実力行使が細かく認定
されているが、これは、その行為自体が目的の不
当性を意味するのではなく、本件申立てが、通常

の合理的な破産申立てとは異なっていることを示
す事情として述べられているのだと理解すべきで
あろう。ただ、原審決定においては、本件申立て
に合理的な目的が認められないとするものの、申
立ての真の目的は何だったのかについて、触れる
ところがない。この点で原審決定の説示は弱く見
える。
　２　本決定
　これに対し、本決定は、決定の要旨１のとおり、
まず本件申立ての目的について、「何らかの方法で
本件事業譲渡による利益を実現しようとするもの
である」との判断を示した。原審決定が、破産開
始後は本件事業譲渡が否認される蓋然性が高いの
であるから、事業譲渡による利益を享受するため
に本件申立てをするのは不合理であるとの見解を
示しているのと対照的である。「何らかの方法」の
具体的内容は明示されていないが、破産開始に伴
い債務者の事業が事実上停止するに至ることがＸ
の狙いだったのではないかと考えられる。事業停
止によりＹの企業体が事実上解体されてしまえば、
本件事業の担い手としてはＸのみが残る。たとえ
破産手続の中で否認されたとしても、その時点で
Ｙが事実上解体されていれば、Ｘの事業継続を認
めた上での解決とならざるを得ない。こうした意
図による破産申立てであったということであり、
そこに不当性が認められるということではないか
ということである。決定の要旨２はこうした不当
性を基礎づける事情の列挙されたものといえる。
　３　Ｘの申立ての不当性
　本決定が以上の点に不当性ありと認めたとする
と、Ｘは、破産開始の事実上の効果である債務者
の事業停止・解体を狙って破産申立てを行ったも
のであり、破産手続を開始させる意図は有してお
り、ただ、その目的は、Ｘのみが事業譲渡の利益
を得ることにあって、破産本来の目的とはかけ離れ
ており、それ故不当な目的による破産申立てに該
当するとしたものであって、前記3類型の中で、３
に属する新たな事例と位置づけることができよう。
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